
市 立 四 日 市 病 院 公 告市 立 四 日 市 病 院 公 告市 立 四 日 市 病 院 公 告市 立 四 日 市 病 院 公 告 （ № 病院1）

平成31年4月1日

委託名

市立四日市病院施設課

委託場所

業務概要

委託期間

から

参加資格に関する事項

まで

設計図書に対する質問

まで

入札方法

入札方法入札方法

入札方法

郵送する書類

郵送する書類郵送する書類

郵送する書類

入札書の郵送提出先

入札書の郵送提出先入札書の郵送提出先

入札書の郵送提出先

入札書の郵送期間

入札書の郵送期間入札書の郵送期間

入札書の郵送期間

火曜日

火曜日火曜日

火曜日
月曜日

月曜日月曜日

月曜日
必着

必着必着

必着

入札（開札）日時

入札（開札）日時入札（開札）日時

入札（開札）日時

水曜日

水曜日水曜日

水曜日 午前

午前午前

午前 １０

１０１０

１０ 時

時時

時 ００

００００

００ 分

分分

分

入札（開札）場所

有

無

予定価格（税抜）

その他

設計図書等の購入期間、場

所

¥23,126,000

部分払

（契約金額の30％）

当価格より高い入札は無効とする。

当価格より低い入札は落札外とする。

本一般競争入札の実施については、「事後審査型条件付一般競争入札共通事項」（平成26年四日市市病院告示

第4号）のとおりとする。

前払金

平成31年4月10日

市立四日市病院　２階　講堂

山路工業株式会社　　　　四日市市栄町１－１１　電話　０５９－３５１－２６１２

下記の「郵送する書類」を、定められた郵送方法により郵送すること。

下記の「郵送する書類」を、定められた郵送方法により郵送すること。下記の「郵送する書類」を、定められた郵送方法により郵送すること。

下記の「郵送する書類」を、定められた郵送方法により郵送すること。

平成２９年度四日市市入札参加資

格者名簿における事項

（事後審査型のため、入札参加資格確認申請書を事前に総務課窓口に提出する必要はない）

（事後審査型のため、入札参加資格確認申請書を事前に総務課窓口に提出する必要はない）（事後審査型のため、入札参加資格確認申請書を事前に総務課窓口に提出する必要はない）

（事後審査型のため、入札参加資格確認申請書を事前に総務課窓口に提出する必要はない）

最低制限価格

有

※算出方法は「③設計業務・用地調査業務（権利調査を含む）・工損調

査業務の積算に技術経費の項目を計上する場合」を採用します。

支払条件

入札参加資格確認申請書

入札参加資格確認申請書入札参加資格確認申請書

入札参加資格確認申請書

の提出方法

の提出方法の提出方法

の提出方法

設計図書等の閲覧期間、場

所

平成31年4月17日

平成31年4月17日平成31年4月17日

平成31年4月17日

平成31年4月9日

平成31年4月9日平成31年4月9日

平成31年4月9日

平成31年4月9日 までに総務課において供覧する（入札情報ＨＰにも掲載）。

期間 本公告日から

場所

入札書、業務委託費内訳書、四日市市一般競争入札参加資格確認申請書、企業の業務実績書

入札書、業務委託費内訳書、四日市市一般競争入札参加資格確認申請書、企業の業務実績書入札書、業務委託費内訳書、四日市市一般競争入札参加資格確認申請書、企業の業務実績書

入札書、業務委託費内訳書、四日市市一般競争入札参加資格確認申請書、企業の業務実績書

から

からから

から

※質疑回答等のお知らせ事項がある場合があります。郵送前に入札情報ホームページをご確認ください。

市立四日市病院　総務課

平成31年4月5日 午後４時までに書面（記名・押印）により申し出ることができる。

回答は

場所

郵便による入札（一般書留・簡易書留・特定記録郵便のいずれかに限る）

郵便による入札（一般書留・簡易書留・特定記録郵便のいずれかに限る）郵便による入札（一般書留・簡易書留・特定記録郵便のいずれかに限る）

郵便による入札（一般書留・簡易書留・特定記録郵便のいずれかに限る）

〒５１０－８７９９　四日市郵便局留　市立四日市病院総務課行  

〒５１０－８７９９　四日市郵便局留　市立四日市病院総務課行  〒５１０－８７９９　四日市郵便局留　市立四日市病院総務課行  

〒５１０－８７９９　四日市郵便局留　市立四日市病院総務課行  　※封筒には業務名等も記載すること。

平成31年4月15日

平成31年4月15日平成31年4月15日

平成31年4月15日

配置技術者要件 管理技術者

管理技術者管理技術者

管理技術者

期間

企業の業務実績　　求める

企業の業務実績　　求める企業の業務実績　　求める

企業の業務実績　　求める

平成31年4月16日本公告日から

平成２１年度以降に完了した元請けとして契約した３００床以上の病床を有する

平成２１年度以降に完了した元請けとして契約した３００床以上の病床を有する平成２１年度以降に完了した元請けとして契約した３００床以上の病床を有する

平成２１年度以降に完了した元請けとして契約した３００床以上の病床を有する

　　　　　　　　　　　　　　　　　ること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ること。　　　　　　　　　　　　　　　　　ること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　病院のＩＣＵを含む診療部門の新築、増築、改修工事の設計業務の実績を有す

　　　　　　　　　　　　　　　　　病院のＩＣＵを含む診療部門の新築、増築、改修工事の設計業務の実績を有す　　　　　　　　　　　　　　　　　病院のＩＣＵを含む診療部門の新築、増築、改修工事の設計業務の実績を有す

　　　　　　　　　　　　　　　　　病院のＩＣＵを含む診療部門の新築、増築、改修工事の設計業務の実績を有す

　下記の業務について、次のとおり事後審査型条件付一般競争入札を行うので、市立四日市病院契約施行規定（平成１７年病院管理規定第２０

号）第３条の規定により準用する四日市市契約施行規則（昭和３９年四日市市規則第１２号）第２３条の規定に基づき公告する。

四日市市 芝田二丁目　地内

市立四日市病院ＩＣＵ機能強化改修工事設計業務委託 業務担当課

四日市市病院事業管理者　一宮　惠

○ＩＣＵ機能強化改修工事に伴う設計業務委託

　・診療棟３階　ＩＣＵの機能強化改修　約７２６㎡

　・上記に伴う建築電気設備、建築機械設備工事

平成31年12月20日 まで契約の日

業種

一級建築士を配置できる者

一級建築士を配置できる者一級建築士を配置できる者

一級建築士を配置できる者

求めない

求めない求めない

求めない住所要件

建築コンサルタント

建築コンサルタント建築コンサルタント

建築コンサルタント

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※

※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること

※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること

※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること



四日市市病院事業管理者

住所

商号又は名称

代表者名 印

平成31年4月1日 付けで入札公告のありました、下記の業務に係る競争に参加する資格について、

確認されたく申請します。なお、申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

№ 病院1

生年

生年生年

生年

月日

月日月日

月日

管理技術者

生年

月日

資格

資格資格

資格

市 立 四 日 市 病 院 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書市 立 四 日 市 病 院 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書市 立 四 日 市 病 院 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書市 立 四 日 市 病 院 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書

業種

公告番号

委託場所

委託名

平 成 31 年 4 月 17 日

市立四日市病院ＩＣＵ機能強化改修工事設計業務委託

四日市市 芝田二丁目　地内

建築コンサルタント

建築コンサルタント建築コンサルタント

建築コンサルタント

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録を受けている者※

参加条件

配

置

予

定

の

技

術

者

等

氏名

氏名氏名

氏名

※入札書に本申請書を必ず同封してください。同封されていない場合は、落札候補者となっても失格となります。

※入札書に本申請書を必ず同封してください。同封されていない場合は、落札候補者となっても失格となります。※入札書に本申請書を必ず同封してください。同封されていない場合は、落札候補者となっても失格となります。

※入札書に本申請書を必ず同封してください。同封されていない場合は、落札候補者となっても失格となります。

（予備）氏名

※配置予定の技術者等については、直接的かつ恒常的（３ヵ月以上）な雇用関係が必要です。「資格を証する書類（合格証書等）の写し」「常勤職員

※配置予定の技術者等については、直接的かつ恒常的（３ヵ月以上）な雇用関係が必要です。「資格を証する書類（合格証書等）の写し」「常勤職員※配置予定の技術者等については、直接的かつ恒常的（３ヵ月以上）な雇用関係が必要です。「資格を証する書類（合格証書等）の写し」「常勤職員

※配置予定の技術者等については、直接的かつ恒常的（３ヵ月以上）な雇用関係が必要です。「資格を証する書類（合格証書等）の写し」「常勤職員

であることを証する書類（雇用保険、社会保険等）の写し」を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登載された者は添付を省略でき

であることを証する書類（雇用保険、社会保険等）の写し」を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登載された者は添付を省略できであることを証する書類（雇用保険、社会保険等）の写し」を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登載された者は添付を省略でき

であることを証する書類（雇用保険、社会保険等）の写し」を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登載された者は添付を省略でき

ます。

ます。ます。

ます。

※管理技術者は、本市発注の測量・建設コンサルタント業務等の管理技術者を３業務まで兼務することができます。ただし、業務履行上の契約違反

※管理技術者は、本市発注の測量・建設コンサルタント業務等の管理技術者を３業務まで兼務することができます。ただし、業務履行上の契約違反※管理技術者は、本市発注の測量・建設コンサルタント業務等の管理技術者を３業務まで兼務することができます。ただし、業務履行上の契約違反

※管理技術者は、本市発注の測量・建設コンサルタント業務等の管理技術者を３業務まで兼務することができます。ただし、業務履行上の契約違反

（落札辞退を除く）による資格停止措置を受けている者は、当該期間終了の翌日から１年間に公告（指名）される業務については、管理技術者の兼務

（落札辞退を除く）による資格停止措置を受けている者は、当該期間終了の翌日から１年間に公告（指名）される業務については、管理技術者の兼務（落札辞退を除く）による資格停止措置を受けている者は、当該期間終了の翌日から１年間に公告（指名）される業務については、管理技術者の兼務

（落札辞退を除く）による資格停止措置を受けている者は、当該期間終了の翌日から１年間に公告（指名）される業務については、管理技術者の兼務

を不可とする。

を不可とする。を不可とする。

を不可とする。

※建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３

※建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３※建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３

※建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条

条条

条第１

第１第１

第１項

項項

項の

のの

の規

規規

規定による登録が分かる書類を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登

定による登録が分かる書類を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登定による登録が分かる書類を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登

定による登録が分かる書類を添付してください。ただし、市内業者で本市技術者名簿に登

載のある者についてはこの限りではありま

載のある者についてはこの限りではありま載のある者についてはこの限りではありま

載のある者についてはこの限りではありません

せんせん

せん。

。。

。

※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること

※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること

※受任者（支店又は営業所）の場合は、その事務所で登録を受けていること

資格



山路工業株式会社　　　　 様

市立四日市病院発注の下記業務の設計図書等の購入を申し込みます。

公告番号 № 病院1

委託名

委託場所

住所

商号又は名称

代表者名

平成　　　　年　　　　月　　　　日

設 計 図 書 等 購 入 申 込 書設 計 図 書 等 購 入 申 込 書設 計 図 書 等 購 入 申 込 書設 計 図 書 等 購 入 申 込 書

市立四日市病院ＩＣＵ機能強化改修工事設計業務委託

四日市市 芝田二丁目　地内


